
平成 13年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 13年 5月 14日

上   場   会   社   名       小林製薬株式会社 上場取引所 東 大

コード番号       4967 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役　本社統括本部長　 大阪府

　　　　　　  　　　　　　　　　　　　氏　　        名　　田中　正昭 TEL (06) 6222 - 0210
決算取締役会開催日　　平成 13年 5月 14日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 13年 6月 28日

１. 13年  3月期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 13年 3月 31日）

(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年  3月期 177,803 2.3 13,086 10.6 12,127 27.2

12年  3月期 173,842 9.0 11,831 45.3 9,534 31.3

  
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

13年  3月期 6,076 45.5 214.33 - 18.2 13.8 6.8

12年  3月期 4,176 57.8 147.91 - 17.8 10.5 5.5

(注)①期中平均株式数 13年  3月期    28,350,000 株　　　12年  3月期    28,233,196 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

13年  3月期 17.50 0.00 17.50 496 8.2 1.4

12年  3月期 15.00 0.00 15.00 425 10.2 1.4

（注）13年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　5 円 00 銭 、　特別配当　              円     銭

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年  3月期 75,914 36,739 48.4 1,295.92

12年  3月期 99,234 30,097 30.3 1,061.62

（注）期末発行済株式数　13年  3月期       28,350,000　株　　　12年  3月期       28,350,000株

２. 14年  3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）

売上高 経常利益 当期純利益

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 50,700 7,800 4,000 0.00 － －

通　　期 97,200 12,200 6,200 － 12.50 12.50

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   218円 69 銭 

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

当 期 純 利 益

１株当たり株主資本

１株当たり年間配当金

１株当たり年間配当金

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率



個別貸借対照表（資産の部）

（単位：百万円）

             期  別     前    期     当　　期
(平成12年 3月31日現在) (平成13年 3月31日現在)   増  減

 科  目   金   額 構成比   金   額 構成比
    （ 資 産 の 部 ）      百万円     ％      百万円     ％      百万円
 Ⅰ 流動資産 66,190 66.7 39,767 52.4 △ 26,422
１．現金及び預金 6,009 3,739 △ 2,269
２．受取手形 12,196 11,882 △ 314
３．売掛金 24,311 8,983 △ 15,328
４．有価証券 8,865 4,093 △ 4,772
５．自己株式 1 0 △0
６．商品 4,729 660 △ 4,069
７．製品 4,500 5,015 515
８．原材料 96 184 88
９．仕掛品 190 375 184
10．貯蔵品 236 174 △ 61
11．前渡金 370 4 △ 365
12．前払費用 224 248 24
13．繰延税金資産 651 893 241
14．関係会社短期貸付金 1,385 244 △ 1,141
15．未収金 2,435 2,833 398
16．その他 231 512 281
    貸倒引当金 △ 246 △ 78 167

 Ⅱ 固定資産 33,044 33.3 36,146 47.6 3,102
  1.有形固定資産 16,769 16.9 14,495 19.1 △ 2,274
(1) 建物 5,461 6,829 1,368
(2) 構築物 303 339 36
(3) 機械及び装置 264 339 75
(4) 車輌運搬具 13 7 △ 5
(5) 工具、器具及び備品 710 1,226 516
(6) 土地 8,738 5,749 △ 2,988
(7) 建設仮勘定 1,279 3 △ 1,276

  2.無形固定資産 546 0.6 519 0.7 △ 27
(1) 商標権 32 30 △ 1
(2) ソフトウエア 446 420 △ 25
(3) その他 68 68 0

  3.投資その他の資産 15,728 15.8 21,131 27.8 5,403
(1) 投資有価証券 140 2,327 2,186
(2) 関係会社株式 3,301 11,960 8,659
(3) 出資金 1 1 0
(4) 関係会社出資金 101 101 0
(5) 長期貸付金 6,354 3,738 △ 2,615
(6) 長期前払費用 58 176 118
(7) 預け保証金 2,272 712 △ 1,560
(8) 繰延税金資産 2,652 1,372 △ 1,280
(9) 事業保険積立金 760 576 △ 183
(10)その他 821 262 △ 559
    貸倒引当金 △ 736 △ 97 639

    資　産　合　計 99,234 100.0 75,914 100.0 △ 23,320
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個別貸借対照表（負債及び資本の部）

（単位：百万円）

             期  別      前    期      当    期
(平成12年 3月31日現在) (平成13年 3月31日現在)   増  減

 科  目   金   額 構成比   金   額 構成比
    （ 負 債 の 部 ）      百万円     ％      百万円     ％      百万円
 Ⅰ 流動負債 60,794 61.3 33,261 43.8 △ 27,533
１．支払手形 17,480 3,271 △ 14,208
２．買掛金 25,737 8,786 △ 16,951
３．短期借入金 3,499 574 △ 2,925
４．関係会社短期借入金 587 2,059 1,471
５．一年以内返済予定長期借入金 2,968 68 △ 2,900
６．未払金 5,606 12,613 7,007
７．未払法人税等 2,690 2,517 △ 173
８．未払消費税等 300 435 134
９．未払費用 1,638 2,379 740
10．預り金 54 140 86
11．返品調整引当金 173 116 △ 57
12．その他 57 297 240

 Ⅱ 固定負債 8,343 8.4 5,913 7.8 △ 2,429
１．長期借入金 206 137 △ 68
２．預り保証金 452 443 △ 9
３．退職給与引当金 6,682 0 △ 6,682
４．退職給付引当金 0 4,280 4,280
５．役員退職慰労引当金 1,001 1,051 50

　  負債合計 69,137 69.7 39,175 51.6 △ 29,962

   （ 資 本 の 部 ）
 Ⅰ 資    本    金 3,450 3.5 3,450 4.5 0
 Ⅱ 資本準備金 4,183 4.2 4,183 5.5 0
 Ⅲ 利益準備金 225 0.2 275 0.4 50
 Ⅳ その他の剰余金 22,238 22.4 27,795 36.6 5,557
１．任意積立金 15,243 21,666 6,423
    開発積立金 330 330 0
    固定資産圧縮積立金 210 203 △ 6
    別途積立金 14,702 21,132 6,430
２．当期未処分利益 6,995 6,129 △ 866

 Ⅴ その他有価証券評価差額金 0 - 1,035 1.4 1,035
    資 本 合 計 30,097 30.3 36,739 48.4 6,642
    負債・資本合計 99,234 100.0 75,914 100.0 △ 23,320
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個 別 損 益 計 算 書

       （単位：百万円）

             期  別       前    期       当    期
 自 平成11年 4月 1日  自 平成12年 4月 1日      増       減
 至 平成12年 3月31日  至 平成13年 3月31日

 科  目     金   額 構成比     金   額 構成比     金   額 増減率
        百万円     ％         百万円     ％         百万円     ％

Ⅰ 売上高 173,842 100.0 177,803 100.0 3,961 2.3
Ⅱ 売上原価 118,569 68.2 119,855 67.4 1,286 1.1
売上総利益 55,272 31.8 57,948 32.6 2,675 4.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 43,440 25.0 44,861 25.2 1,420 3.3
営業利益 11,831 6.8 13,086 7.4 1,254 10.6

Ⅳ 営業外収益 2,513 1.5 2,855 1.6 342 13.6
１．受取利息(及び割引料) 363 276 △ 86
２．受取配当金 201 178 △ 23
３．為替差益 -  269 269
４．その他 1,948 2,130 182

Ⅴ 営業外費用 4,810 2.8 3,815 2.2 △ 995 △20.7
１．支払利息(及び割引料) 137 78 △ 58
２．為替差損 697 -  △ 697
３．その他 3,976 3,736 △ 239
経常利益 9,534 5.5 12,127 6.8 2,592 27.2

Ⅵ 特別利益 56 0.0 397 0.2 340 608.9
１．固定資産売却益 -  24 24
２．関係会社営業譲渡益 -  141 141
３．貸倒引当金戻入益 46 230 184
４．和解精算金 10 -  △ 10

Ⅶ 特別損失 1,272 0.7 1,222 0.6 △ 49 △3.9
１．固定資産処分損 123 81 △ 42
２．棚卸評価廃棄損 89 268 179
３．過年度退職給与引当金繰入額 898 -  △ 898
４．関係会社整理損 58 -  △ 58
５．会員権評価損 65 37 △ 27
６．関係会社強制低下評価損 -  404 404
７．関係会社貸付金返済免除損 -  266 266
８．社員寮解約補償損失 -  80 80
９．その他の特別損失 37 83 45
 税 引 前 当 純 期 利 益 8,319 4.8 11,301 6.4 2,982 35.8
 法人税、住民税及び事業税 4,828 2.8 4,936 2.8 108 2.2
 法 人 税 等 調 整 額 △684 △0.4 289 0.2 974
 当   期   純   利   益 4,176 2.4 6,076 3.4 1,900 45.5

 前  期   繰  越  利  益 47 52 5
 過年度税効果調整額 2,619 -  △ 2,619
 税効果会計適用に伴う
 固定資産圧縮積立金取崩高 152 -  △ 152
 当  期  未  処  分  利  益 6,995 6,129 △ 866 △12.4
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　　　　　　　　（百万円未満切り捨て）

期　　別

科　　　目

百万円 百万円 百万円

当 期 未 処 分 利 益 6,995 6,129 △ 866

固定資産圧縮積立金取崩額 6 202 196

合　　　計 7,001 6,331 △ 670

これを次のとおり処分いたします。

利 益 準 備 金 50 55 5

利 益 配 当 金 425 496 70

役 員 賞 与 金 44 40 △ 3

（ う ち 監 査 役 分 ) (5) (3) (△ 2)

別 途 積 立 金 6,430 5,690 △ 740

次 期 繰 越 利 益 52 50 △ 2

１株当たり配当金の内訳

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

普 通 株 式 15 0 15 0 17 50 17 50

（内　　　訳）

普　通　配  当　 12 50 12 50 12 50 12 50

記　念　配  当　 2 50 2 50 5 0 5 0

（１株につき15円） （１株につき17.50円）

前　　　　期 当　　　　期

平成12年3月31日

当　　　　期

平成12年4月1日～

平成13年3月31日

中　間 期　末

利　益　処　分　案

増  減

年　間 中　間 期　末 年　間

前　　　　期

平成11年4月1日～
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財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

   その他有価証券 

（１）時価のあるもの････決算日の市場価格等に基づく時価法 
     （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

（２）時価のないもの････総平均法による原価法 
     子会社株式及び関連会社株式･…総平均法による原価法 

 

２．ディバティブ等の評価基準及び評価方法 

    デリバティブ･…時価法 

 

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）商品、原材料    ････移動平均法による原価法 

（２）製品、仕掛品、貯蔵品････総平均法による原価法 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産････定率法 
      ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法 

（２）無形固定資産････定額法 
      自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

（３）長期前払費用･…均等償却 

 

５．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 
      一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見積額を計上しております。 

（２）返品調整引当金 
      返品損失に備えるため引当てたもので、返品損失見積額を計上しております。 

（３）退職給付引当金 
      従業員の退職給付に備えるため当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額 に基づき計上して

おります。 

（４）役員退職慰労引当金 
      役員の退職慰労金の支給に備えるため内規に基づく当期末要支給見積額を計上しております。 
 

６．リース取引の処理方法 
    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の
賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

７．ヘッジ会計の処理方法 

（１）ヘッジ会計の方法 
      繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合は振当処
理を採用しております。 

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 
      ヘッジ手段     ヘッジ対象 
       為替予約       外貨建債務及び外貨建予定取引 

（３）ヘッジ方針 
      外貨建予定取引に関して、為替予約を付し為替変動リスクをヘッジする方針であります。 

（４）ヘッジ有効性の評価の方法 
      通貨関連の取引につきましては、ヘッジ対象の時価変動額とヘッジ手段の時価変動額を比較し、両者の変動
額等を基礎にして判断しております。 

 

８．その他財務諸表作成のための重要な事項 
     消費税等の会計処理方法 
      税抜方式によっております。 
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(追加情報） 
 

１.退職給付会計 
 当会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 
平成10年６月16日））を適用しております。これに伴う、損益計算書に与える影響は軽微であります。 

 

２. 金融商品会計 
 当会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 
平成11年１月22日））を適用しております。その結果、従来と同一の方法によった場合に比べ、損益への影響は

軽微であります。また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券に含まれている債

券のうち１年内に満期の到来するものは有価証券として、それら以外は投資有価証券として表示しております。
これに伴い、流動資産の有価証券は 1,637百万円減少し、投資有価証券は 1,637百万円増加しております。 

   

３.外貨建取引等会計基準 
 当会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企
業会計審議会 平成11年10月22日））を適用しております。これに伴い、従来と同一の方法によった場合に比べ、

経常利益及び税引前純利益はそれぞれ313百万円増加しております。 
 

４．株式会社コバショウへの営業譲渡 
当社は、平成12年５月18日開催の取締役会決議に基づき、平成12年10月２日に当社全額出資の新会社を設立し 平

成12年６月29日開催の株主総会において承認を得、平成13年３月31日に同社に当社の家庭用品卸事業の営業を譲
渡いたしました。 

 

(１)営業の譲渡先の名称、住所、代表者の氏名、資本金の額及び事業の内容 
名称：株式会社コバショウ  
本店所在地：東京都中央区日本橋本町２丁目３番４号 

代表者の氏名：渡辺 晃一 

資本金の額：3,910百万円（当社全額出資） 
主な事業の内容：一般用医薬品、日用雑貨、化粧品等の卸売業 

(２)当該営業の譲渡目的 
  薬粧卸事業を分離独立し、環境変化に柔軟に対応できる機動性を持たせ、事業競争力を高め、薬粧卸業界に特化

した会社として技術の醸成と商圏・取り扱い品目の拡大を目的としております。 

(３)当該営業の譲渡契約の内容 
   営業譲渡する事業 
    一般用医薬品、日用雑貨、化粧品等の卸売業 

   営業譲渡する事業規模（平成13年３月期実績） 

    売上高          107,485百万円 
    経常利益            899百万円 

   営業譲渡日 
    平成13年３月31日 

   譲渡価額 

    ①流動資産     23,822百万円 
        ②固定資産      10,778百万円 

           ①+②    合計 34,601百万円 
 

     ③流動負債     24,537百万円 

    ④固定負債         37百万円 
      ③+④   合計 24,574百万円 

 

 



（個別貸借対照表関係）

            期  別 前    期 当   期
  項  目 (平成12年 3月31日現在) (平成13年 3月31日現在)

１． 有形固定資産の減価償却累計
額        9,616百万円        8,703百万円

２． 担保資産
 (1) 担保に供している資産
  定期預金           60百万円           60百万円
  有価証券          186百万円           －
  投資有価証券           －          588百万円
  建物          352百万円            4百万円
  土地          297百万円          201百万円
        計          896百万円          854百万円

 (2) 担保資産に対応する債務
  買掛金及び支払手形        7,475百万円           - 百万円
  短期借入金          200百万円          250百万円
  長期借入金          774百万円          206百万円
  (一年以内返済予定含む)

        計        8,449百万円          456百万円

３． 主な外貨建資産及び負債 ①外貨建資産及び負債           －
 (1) 現金及び預金        4,640千米ﾄﾞﾙ

     (   492百万円)
 (2) 関係会社長期貸付金       20,542千米ﾄﾞﾙ

     ( 2,306百万円)
 (3) 関係会社株式       16,813千米ﾄﾞﾙ

     ( 2,028百万円)
 (4) 買掛金        1,147千米ﾄﾞﾙ

     (   121百万円)

②外貨建長期金銭債権の           －
  貸借対照表計上額と決
  算日の為替相場換算額
  との換算差額は次のと
  おりであります。

  外貨額
      20,542千米ﾄﾞﾙ
  貸借対照表計上額
       2,306百万円
  決算日の為替相場によ
  る円換算額
       2,180百万円
  差額(損)
         126百万円

４． 関係会社に対する債権・債務
  未収金          195百万円        2,550百万円
  買掛金        4,998百万円        5,048百万円
  未払金          407百万円        3,848百万円
  未払費用        1,376百万円           70百万円

注 記 事 項
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            期  別 前    期 当    期
  項  目 (平成12年 3月31日現在) (平成13年 3月31日現在)

５． 偶発債務 ①関係会社の金融機関よ ①     同    左
  りの借入に対する債務
  保証
富山小林製薬(株) 富山小林製薬(株)
         170百万円          170百万円
小林製薬ﾌﾟﾗｯｸｽ(株) 小林製薬ﾌﾟﾗｯｸｽ(株)
         200百万円          187百万円
日進印刷紙器(株) 日進印刷紙器(株)
         500百万円          500百万円
すえひろ産業(株) すえひろ産業(株)
         536百万円          536百万円
上海小林友誼日貨有限公司 上海小林友誼日貨有限公司
          44百万円           78百万円
(株)健翔 (株)健翔
         473百万円          503百万円
  計   1,924百万円   計   1,975百万円

②関係会社の取引先から ②     同    左
  の仕入債務に対する債
  務保証
(株)健翔 (株)健翔
         179百万円          327百万円
(株)エンゼル (株)コバショウ
          80百万円        1,161百万円
  計     259百万円   計   1,489百万円

③輸出手形割引高 ③     同    左
          27百万円            2百万円

６． 授権株式数及び発行済株式総
数
  授権株式数       75,600,000株      113,400,000株
  発行済株式総数       28,350,000株       28,350,000株
  自己株式の数              124株               77株

７． 期末日満期手形           －   期末日満期手形の会計
処理については、当会計
期間の末日は金融機関の
休日でしたが、満期日に
決済が行われたものとし
て処理しております。当
会計期間末日満期手形は
次のとおりであります。

          －   受取手形 2,450百万円
  支払手形 1,884百万円
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（個別損益計算書関係）

            期  別 前    年 当   期
 自  平成11年 4月 1日  自  平成12年 4月 1日

  項  目  至  平成12年 3月31日  至  平成13年 3月31日
１． 販売費及び一般管理費のうち
主要なもの
  販売促進費        3,134百万円        3,551百万円
  運賃保管料        8,026百万円        8,983百万円
  広告宣伝費       14,235百万円       13,400百万円
  給料諸手当賞与        6,614百万円        6,968百万円
  退職給与引当金繰入額          648百万円           －
  退職給付費用           －          541百万円
  減価償却費          427百万円          325百万円
  賃借料        1,556百万円        1,559百万円
  支払手数料        3,014百万円        3,157百万円
  研究開発費        1,195百万円        1,680百万円

  販売費に属する費用の   販売費に属する費用の
    おおよその割合     64％     おおよその割合     63％
  一般管理費に属する費用の   一般管理費に属する費用の
    おおよその割合     36％     おおよその割合     37％

２． 研究開発費の総額
一般管理費に含まれる
研究開発費        1,195百万円        1,680百万円

３． 営業外収益のうち主要なもの
  不動産賃貸料        1,189百万円        1,236百万円
  その他賃貸料          218百万円           56百万円
  有価証券売却益            2百万円          257百万円

４． 営業外費用のうち主要なもの
  売上割引        1,183百万円        1,203百万円
  不動産賃貸原価          768百万円          718百万円
  その他賃貸原価          200百万円           56百万円
  棚卸評価廃棄損        1,396百万円        1,552百万円

５． 特別損失のうち主要なもの
  建物処分損           81百万円           61百万円
  機械及び装置処分損           22百万円            6百万円
  工具、器具及び備品処分損           15百万円           11百万円

６． 関係会社に対する事項
  不動産賃貸料          990百万円        1,009百万円
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リ ー ス 取 引 関 係 

 
前  期 

 自 平成11年４月１日 
至 平成12年３月31日 

当  期 
 自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 １．借主側 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 
  

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円） 

機械及び装置 1,140 613 526 

車輌運搬具 824 473 351 

工具、器具 
及び備品 1,394 836 557 

その他 319 148 170 

合計 3,678 2,071 1,606 

  

  

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円） 

機械及び装置 2,319 907 1,412 

車輌運搬具 717 340 377 

工具、器具 
及び備品 887 701 186 

その他 251 153 97 

合計 4,176 2,102 2,074 

  
(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 
 
１年内 685百万円

１年超 975百万円

合計 1,660百万円
  

 
１年内 609百万円

１年超 1,504百万円

合計 2,114百万円
  

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 
 
支払リース料 1,017百万円

減価償却費相当額 929百万円

支払利息相当額 64百万円
  

 
支払リース料 949百万円

減価償却費相当額 886百万円

支払利息相当額 58百万円
  

(4)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

２．転貸リース 

 上記借主側のファイナンス・リース取引には、全

く同一の条件で、関係会社に転貸リースしている取

引が含まれております。 

 なお、当該転貸リース取引に係る貸主側の未経過

リース料期末残高相当額は、次のとおりでありま

す。 

２．転貸リース 

 上記借主側のファイナンス・リース取引には、全

く同一の条件で、関係会社に転貸リースしている取

引が含まれております。 

 なお、当該転貸リース取引に係る貸主側の未経過

リース料期末残高相当額は、次のとおりでありま

す。 
 
１年内 51百万円

１年超 12百万円

合計 63百万円
  

 
１年内 12百万円

１年超 －百万円

合計 12百万円
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有 価 証 券 関 係 
  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前期 
 自 平成11年４月１日 
至 平成12年３月31日 

当期 
 自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

３．貸主側 ３．貸主側 

(1)リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期

末残高 

(1)リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期

末残高 
  

 
取得価額 
（百万円） 

減価償却累
計額 
（百万円） 

期末残高 
（百万円） 

工具、器具 
及び備品 44 39 4 

その他 24 20 3 

合計 68 60 8 

  

  

 
取得価額 
（百万円） 

減価償却累
計額 
（百万円） 

期末残高 
（百万円） 

工具、器具 
及び備品 44 40 3 

その他 24 22 1 

合計 69 63 5 

  
(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 
 
１年内 3百万円

１年超 0百万円

合計 3百万円
  

 
１年内 0百万円

１年超 －百万円

合計 0百万円
  

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高及び見積残存価額の残高の

合計額が、営業債権の期末残高等に占める割

合が低いため、受取利子込み法により算定し

ております。 

同左 

(3)受取リース料及び減価償却費 (3)受取リース料及び減価償却費 
 
受取リース料 10百万円

減価償却費 4百万円
  

 
受取リース料 3百万円

減価償却費 1百万円
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税 効 果 会 計 関 係 
 

当      期 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日                         

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    （繰延税金資産） 

    退職給付引当金損金算入限度超過額                          1,549 百万円 

    役員退職給与引当金損金算入限度超過額                        446   

    未払経費否認                                                302   

    賞与引当金損金算入限度超過額                                216  

     未払事業税否認                                              211                       

    未払賞与                                                    134 

    ｿﾌﾄｳｪｱ                                                       58 

    ｺﾞﾙﾌ会員権評価損否認                                         43   

    有価証券（みなし配当）                                       25  

    減価償却超過額                                               19   

    その他                                                        7 

      繰延税金資産合計                                        3,015   

    （繰延税金負債） 

    有価証券評価差額                                            749 

    その他                                                        0  

      繰延税金負債合計                                          749   

      繰延税金資産の純額                                      2,265  

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

    法定実効税率                                                41.99%    

       留保金課税                                                3.58% 

       交際費等永久に損金に算入されない項目                      1.62% 

       受取配当金等永久に益金に算入されない項目                △0.89% 

       住民税均等割                                              0.42% 

       その他                                                  △0.49% 

    税効果会計適用後の法人税等の負担率                          46.23% 
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重 要 な 後 発 事 象 

前      期 
自 平成11年４月１日 
至 平成12年３月31日 

当      期 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 

家庭用品卸事業の分社化 

 当社は、家庭用品卸事業の経営基盤を強化すると

ともに、将来の一層の発展を期するために、環境変

化に柔軟に対応できる機動性を持たせ、経営資源の

効率的活用による競争力の強化を図ることとし、当

該事業を分社化する予定であります。 

このため、平成12年５月18日開催の取締役会の決

議に基づき、平成12年10月２日に当社全額出資の新

会社を設立する予定であります。その後、平成13年

３月31日に同社に当社の家庭用品卸事業の営業を譲

渡することとし、平成12年６月29日開催の株主総会

において承認を得る予定であります。 

営業譲渡契約の概要は次のとおりであります。 

 
 (1）新会社の概要 

   名称       未定 

   本店所在地    未定 

   代表取締役社長  渡辺 晃一 

   設立年月日    平成12年10月２日 

   主な事業内容   一般用医薬品、日用雑貨、 

                        化粧品等の卸売業 

   資本の額     10百万円（当社全額出資、 

                        変態現物出資により最終72億 

                        円となる予定） 

   決算期      ９月 

   従業員      約280名 

 

 (2）営業譲渡契約の内容 

   営業譲渡する事業 

       一般用医薬品、日用雑貨、化粧品等の卸売業 

   営業譲渡する事業規模 

       売上高   1,076億円（平成12年３月期実績） 

      経常利益     10億円 

   営業譲渡日    平成13年３月31日(予定) 

   譲渡予定価額（概算） 

     ①流動資産         248億円 

  ②固定資産          90億円 

 ③上記に係わる消費税     2億円 

  ①＋②＋③ 合計     340億円 

 

 ④流動負債         266億円 

 ⑤固定負債          1億円 

  ④＋⑤ 合計       267億円 

 

 

 

 



１． 代表者の異動

該当事項はありません。

２． その他の役員の異動

(1) 新任取締役候補

該当事項はありません。

(2) 新任監査役候補

監査役（常勤） 森井
もりい

　敏之
としゆき

（現　本社統括本部　監査グループ）

監査役（常勤） 仲田
なかた

　哲雄
てつお

（現　製品営業カンパニー　業務計画部長）

(3) 退任予定取締役

取締役（副会長） 宮田
みやた

　宏章
ひろあき

(4) 退任予定監査役

監査役（常勤） 増田
ますだ

　實
みのる

(5) 新任執行役員

執行役員 小林
こばやし

　章浩
あきひろ

（現　製品営業カンパニー　マーケティング部
　（製造カンパニー・プレジデント） 販促企画グループ）

(6) 退任予定執行役員

執行役員 芳松
よしまつ

　恒男
つねお

　（製造カンパニー・プレジデント）

執行役員 但馬
たじま

　幸
ゆき

則
のり

　（製品営業カンパニー　本部担当）

以　上

役　員　の　異　動
（平成13年６月28日付予定）
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